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多くの製造業者が壊滅的な減産に追い込まれて

いる。生き残るためにコストダウン活動に取り組

む企業も多い。最近はトヨタ生産方式によるコス

トダウン活動に熱心な工場が増えている。ところ

が、経営者がコストダウン成果を強調するのでさ

ぞかし儲かっているのかと思うと、会社の業績は

低迷したままといった企業に出会うことがある。

なぜこうしたギャップが生じるのであろうか。

本稿では我が国の企業社会に蔓延するコストダウ

ンに関する誤解を紐解き、企業再生を成し遂げる

ためにはどういった観点で収益管理をみていくべ

きかを、製造業の例を用いて解説する。現在のよ

うな不況時に経営者が舵取りを間違えると取り返

しのつかないことになりかねない。

典型事例の一つがコストダウンのための外注活

用である。我が国の製造業界では外注会社活用を

避けて通ることはできない。ほとんどの企業が業

務の一部を外注会社に委託している。企業が外注

会社を活用する理由には様々なものがある。

①　自社に不足している機能を補完する

②　自社にない設備や技術が必要になる

③ 需要変動が激しく、固定資源（人、設備な

ど）を抱えておくことができない

④ 自社で行うよりも外注会社を使った方が安

いコストでできる

ここで問題にしたいのは④である。「社内単価

（時間賃率）と外注会社への発注単価とを比べた

ら外注会社の方が安かったから外注に出した」。

④を推進している企業からは、こうした説明を受

けることが多いが、これは適切なコストダウン対

策とはいえない。前者の社内単価とは人件費、本

社費用、間接費用といった固定経費を時間賃率に

配賦して計算した仮の単価であり、外注会社への

発注単価とは計算の仕方が違う。社内単価よりも

安いからといって、外注会社ばかりを使っている

と、社内に残っている固定経費分を補うだけの収

入が確保できず、利益は落ち込む一方となりやす

い。

この問題は、自分の家庭での節約に置き換えて

みると分かりやすい。どんなに安い家事代行業者

がいたとしても、自分で家事をする以上に安くな

ることはない。企業が外注会社に委託する場合も

これと同じだ。外注会社を使うかどうかを決める

際には、自社要員がフル稼働状態で生産する方が

安くできるという原則を忘れてはならない。
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この場合の自社には連結関係会社も含まれる。

連結グループ企業は協力して活動することでグル

ープ全体の利益を上げていくことが求められてい

る。ところが、我が国では同じ連結グループ内の

企業であっても親会社、子会社という暗黙の序列

を持っている。親会社でよく聞かれるのが、子会

社は親会社の庇護の下にあるのではなく自立すべ

きだという意見だ。その実践として、連結会社と

外部の会社の「原価」もしくは「時間賃率」を単

純に比較し、安いから、もしくは価格は同じだが

外部業者の方がサービスがいいから、といった理

由で外部の会社を優先的に活用する親会社がいる。

この考え方は連結経営においては明らかに間違

いだ。連結経営では、子会社も同じ企業グループ

の一部である。連結経営で大事なことは子会社の

自立ではなく、グループ全体で一致団結して利益

を上げていくことである。連結子会社のコストが

高いからと外部の会社に出してしまうと、子会社

の仕事が減ってしまい、グループ全体収益は確保

できなくなる。これではいくら親会社単体で利益

を上げても連結では減益となる可能性が高い。

本件に関連して最近興味深い事例に出会った。

その会社では親会社の作業員を子会社に転籍させ

てコストダウンを実現しようとした。親会社に比

べて子会社の方が本社組織はスリムなため、子会

社に転籍させた方が労務コストに含まれる固定経

費のオーバーヘッド分のコストを下げられると考

えたためだ。確かに、転籍によって作業員の直接

労務コストは下がった。営業は値引き余力ができ

たとばかりに、取引先の値引き要求に簡単に対応

するようになった。この場合、作業員が親会社に

いたときにコストに上乗せしていたオーバーヘッ

ド分の固定経費はどうなったのであろうか。作業

員が転籍しても、親会社の固定経費まで移るわけ

ではない。営業はこの分の費用は別建てで上乗せ

して取引先に請求しなければならない。すなわ

ち、作業員を子会社に転籍させたからといってコ

ストダウンされたわけではなく、コストの明細が

変わったに過ぎない。この会社は安易な値引きを

したため、赤字状態から抜け出せずにいる。

外注活用をさらに進めて賃金の安い海外生産シ

フトを加速させてしまう企業も増えている。日本

は人件費が高いから、中国や東南アジアなどの賃

金の安い地域で生産しないとやっていけなくな

る。我が国のビジネス社会に浸透する神話の一つ

である。神話を単純に信じ込んで賃金の安い海外

生産シフトを加速させている企業を見かける。と

ころが、海外生産シフトをしても、国内の製造体

制や管理体制をそのままにしていては国内の固定

経費負担が重荷となり、赤字になってしまうこと

もある。外注会社活用と同じ問題構造だ。

しかも、安い労働コストに惹かれて海外生産を

展開する企業は、大量生産品を海外工場で生産

し、量の少ない多品種少量品や、変種変量品と呼

ばれる需要変動の激しい商品を国内工場で生産す

る傾向がある。そのための方策としてセル生産方

式のような柔軟性の高い生産方式を導入する工場

も多い。ところが、いくら現場の柔軟性が高まっ

たとしても、工場全体の生産がばらつくと、固定

経費の高い国内工場で安定的な利益を上げていく

ことは難しい。従来は、需要変動によるばらつき

を大量生産品の先行生産などで補うことができた。

しかし、補完生産のための製品が海外生産になっ

てしまっては、有効な手を打つことは難しい。

海外生産に熱心な企業では、海外生産（調達）

で安く生産できたからとその製品を安く販売して

しまいがちである。これでは、企業が生きていく

ために必要な儲けを確保することはできない。し

かも、海外生産や海外調達は、物流コストや管理

コストが増えやすい。さらに、最低発注ロット保

障や品質確保といったリスク負担も覚悟しなけれ

ばならない。海外生産（調達）によってコストダ

ウンどころかコストアップになったり、資金不足

に陥ってしまう企業も多い。

最近「見える化（可視化）」という言葉の流行と
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ともに現場の作業状況を数値化して把握できるよう

にしようとする傾向が強まっている。工場の改善活

動やコストダウン活動においても、改善効果を数値

化して「見える化」することが流行している。見え

る化は現場作業員のモチベーションを高める上で意

味のあるアプローチではある。ところが、これらの

数字と企業利益とはすぐには結びつかないケースが

多いことを理解していない人がいる。

例えば、見える化指標の一つに現場のコストダ

ウン活動によるコスト削減額がある。この数字は

そのまま利益増につながるわけではない。コスト

ダウン活動によるコスト削減額は、人件費、製造

経費といった固定経費をあらかじめ売れるであろ

うと推計した数量で割って算出した単価（時間賃

率）をベースにして計算する。

コスト削減額＝時間賃率×作業短縮時間

例えば、５千円/時間の時間賃率を持った作業

員の作業時間が４時間減れば２万円のコスト削減

効果があったといった計算だ。

しかし、これは正しい計算ではない。作業時間

が減るとその分の時間賃率は高くなるので、実際

には全体のコストは変わらない（ただし、パート

代や残業代削減効果は幾分ある）。計算で下がっ

た分は最後に原価差異調整という形で元の固定原

価に戻す処理が行われる。

作業時間短縮を実際のコストダウンにつなげる

には、①短縮した時間で生産量を増やし、一個あ

たりの固定経費負担（配賦額）を減らす、②短縮

した時間に相当する人員を解雇する、といった追

加の方策が必要となる。

コストダウンに関連して営業段階での赤字受注

撲滅といった活動に力を入れている企業もある。

しかし、赤字案件には手を出さず黒字の案件だけ

を受注していても会社が黒字になるとは限らな

い。逆に赤字の案件（原価割れ案件）でも受注し

た方が会社全体では儲かるケースもある。

具体的な数字を使って説明する。ある製品の製

造原価は１個２万円であったとする。そのうちの

１万円が材料費、製造するのに時間単価５千円の

作業員が２時間かかるので労務コストが１万円で

両者をあわせると２万円という計算だ。この製品

の工場はその月の生産予定数量が確保できずにい

たら、取引先から急に製品の引き合いが来た。と

ころが、その引き合いは１個１万８千円でないと

だめだというものであった。この引き合いを受注

すると１個当たり２千円の赤字となる。

この場合、当社は受注すべきである。会社は固

定経費を取り返さなければならない。受注すれば

材料費を除いた８千円×数量分の収入は入ってく

るが、受注しないと収入は入ってこない。どちら

が得か考えれば、受注するのが得ということにな

るが、赤字を嫌って受注しない企業も多い。

今まで紹介したコストダウンに共通する問題

は、所管部門の観点からだけ見た部分最適的なコ

ストダウンに陥っているということである。

我が国の多くの製造業者でこうした部分最適志

向の誤ったコストダウン活動が行われており、全体

最適で考えなければならない企業再生の妨げとなっ

ている。部分最適が横行する背景には経営者の企業

会計に関する勉強不足がある。多くの経営者が現場

にコストダウンを押し付けているが、どうやってコ

ストを計算するのか理解している経営者は少ない。

経営環境が悪化している時にこうしたアマチュア経

営を続けていても業績が回復しないのは当然だ。

それでは企業が利益を上げていくためには、ど

んな経営管理をしたらいいのであろうか。

読者諸兄はTOCを覚えているであろうか。

TOC（Theory Of Constraints：制約条件理論）

は、イスラエル人の物理学者ゴールドラット博士

が唱えた経営管理理論である。ゴールドラット博

士は1984年にTOCをベースにした小説「ザ・ゴー

ル」を執筆・発表した。「ザ・ゴール」は主人公
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がTOCを使って廃止寸前の工場を立て直していく

ストーリーから成り立っており、読者は読み進む

うちにTOCの基本的な考え方を理解できるように

なっている。読まれた方も多いであろう。

TOCの実践アプローチには次の四つがある。

①　スループット会計

②　思考プロセス

③ DBRスケジューリング

④　クリティカル・チェーン

四つのアプローチの中で、企業が利益を上げて

いく上で最も重要なアプローチが、①の「スルー

プット会計」である。会計という名がついている

が、会計業務というよりも会計数字をどう解釈し

たら経営管理が行いやすいかを整理したものであ

る。筆者はスループット会計とは呼ばすに「スル

ープットマネジメント」と呼ぶようにしている。

スループット会計の「スループット」とは、企

業の売上額から当該企業が外部から購入した分の

費用を引いたものを表わす。TOCスループット会

計では企業が儲けるためにすべきこととして次の

三つの方法を紹介しているが、その指標の一つが

「スループット」である。

ア．「スループット」を増やす

イ．「作業経費」を削減する

ウ．「在庫」を削減する

我が国ではTOCは生産・物流管理の手法だと捉

えられてしまったためにあまり普及せず、TOCス

ループット会計に関する注目も薄れてしまった。

しかし、このことは企業経営にとって好ましい状

態ではない。TOCスループット会計には、企業が

利益を上げ続けるための基本的な考え方が分かり

やすく説明されている。スループットと作業経費

のバランスをみることで、自社の利益構造面での

課題を簡単に見つけることができる。

スループットとは売上額から外部購入費を引い

たものである（図表１）。流通業では「売上総利

益（粗利）」を指すが、製造業では「売上総利益」

ではなく会計用語の「付加価値」に近い。

ただし、スループットと付加価値も全く同じで

はない。付加価値からは外部から調達した事務用

品、設備投資、宣伝広告費、交際費などの一般経

費を除外する。しかし、スループットマネジメン

トでは、こうした一般経費は外部調達費ではなく

作業経費として処理するので、スループットに一

般経費分も含まれることになる。

製造業者の中には売上額から変動費を引いた限

界利益で収益管理をしている企業もいる（直接原

価計算）。外部購入費だけを変動費として扱って

いる企業であれば、限界利益をそのままスループ

ットに置き換えてもかまわない。ただし、直接原

価計算ではどこまでを変動費とするか明確でない

ために、直接労務費を固定費ではなく変動費とし

て処理しているケースもある。

直接労務費を時間賃率×作業工数で集計した変

動費とし、期末に時間賃率の計算差を変動原価差

異として計上する方法である。筆者がコンサルし

た大手製造業ではこの計算方法で部門利益管理を

していたが、期末にまとめて原価差異調整を行う

ために、期中での限界利益による部門目標管理は

ほとんど意味をなさなくなっていた。

スループットマネジメントの基本は、利益を生

み出すために作業経費を上回るスループットを上

げ続けることである（図表２（次頁））。そこで、

最初に当該企業もしくは部門のスループットと作

業経費の推移をグラフにして確認する（図表３

（次頁））。このグラフを見れば当該企業（部門）

の収益構造推移が明らかになる。

推移的には図表３中①の健全経営タイプのよう

に作業経費の増加以上のスループット増加がある

■ 図表1 スループットとは

スループットとは製品の売価から資材費、外注費等の 
外部購入費を引いたもの 

売価 

利益 

作業経費 

外部購入費 

スループット 

商社では　“粗利” 
製造業では“付加価値” 

（作業経費） 
人件費＋固定経費（減価償却費、金利、 
　　　　　　　　　光熱費など） 

（外部購入費） 
材料費＋外注費 
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状況が理想だ。しかし、実際にこうした状況にあ

る企業は少ない。多いのは④の要経営改善タイプ

だが、中には③の経営破たんタイプに陥っている

企業もある。こうした③、④企業をどう再生して

①にもっていくかを立案することが、企業再生コ

ンサルタントの大切な役割である。

実際には①の実現をあきらめるか先送りして②

のリストラ経営タイプで生き残りを目指さざるを

得ない企業も存在する。しかし、これは緊急避難

策としてはあり得ても、企業の存続を前提とする

中・長期策としては望ましくはない。縮小均衡に

陥る危険性を持っており、スループットを伸ばす

方策がなければ最終的な企業再生は難しい。

ここで、なぜスループットで管理する必要があ

るのか疑問に思われた方がいるかもしれない。ス

ループットと作業経費の差が利益なのだから、ス

ループットマネジメントも結局は利益を管理して

いることになる。それならば、最初から利益をタ

ーゲットに業績管理すれば良いように思える。

しかし、利益で管理すると、計数部門やコンピ

ュータが出してきた利益数字を眺めているだけ

で、経営管理している気になってしまいやすい。

企業の利益計算は非常に複雑だ。日頃から会計計

算に接していないと容易に理解することは難し

い。ほとんどの経営者は計算結果数字だけを見て

赤字だ、黒字だと感覚的に論評しているにすぎな

いことが多いが、スループットマネジメントの目

的の一つは、こうした感覚的な論評や議論を排除

することにある。スループットと作業経費のバラ

ンスを見ることで、どうすれば利益が上がるのか、

関係者が同じ土俵上で議論できるようにする。

利益を増やすにはスループットを増やすべき

か、作業経費を削減すべきか。企業全体が同じ認

識にならなければ、利益を増やしていくことは難

しい。

利益ではなく、売上高で部門業績管理をしてい

る製造業者もいる。計算方法が分かりにくい利益

とは異なり、売上高の管理であれば誰にでも分か

りやすい。しかし、売上高に固執しすぎると、営

業が安易な値引きに走ったり、辻褄合わせのため

に仕入れ転売を増やすといったことになりやす

い。これでは利益を増やすことは難しい。

それでは、企業はどうやってスループットを稼

いだらよいのか。スループットは売上高と外部購

入費の差額なので、スループットを稼ぐには売り

上げを増やすか、外部購入費を減らすかのいずれ

かが必要となる。前者は主に営業部門の役割、後

者は生産部門（工場）の役割である（図表４（次頁））。

営業部門の役割は、売上拡大を通じてスループ

ットを増やすことにある。営業部門がスループッ

トを増やすアプローチには「たくさん売る（薄利

多売）」と「高く売る（高付加価値価格販売）」が

ある。どちらが適しているのかはその企業が販売

■ 図表3 スループットと作業経費の推移

① 健全経営タイプ 

金
額 

期間 

作業経費 

スループット 

③ 経営破たんタイプ 

金
額 

期間 

作業経費 

スループット 

② リストラ経営タイプ 

金
額 

期間 

作業経費 

スループット 

④ 要経営改善タイプ 

金
額 

期間 

作業経費 

スループット 

■ 図表2 スループットと作業経費の関係

スループット 
スループット 

利益 損失 

作業経費 
作業経費 
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している商品の性格や市場の特性によって異なっ

てくるので、一概に決めることはできない。ただ

し、必要以上に安く売ってしまうことは避けるべ

きだ。こうした売り方ばかりを繰り返している

と、スループットは溜まらない。

我が国の企業社会には、安くしないと売れない

のではという強迫観念がつきまとっている。しか

し、同じスループットを稼ぐためには、薄利でた

くさん売ろうとするよりも、良い物を少しでも高

く売ろうと努力する方が効果は出やすい。特に日

本製の高品質の製品は大きなブランド力を持って

おり、実際に日本製品の高価格を支持してくれる

顧客層も国内外に数多く存在する。この優位性

を、安くしないと売れないからということで放棄

することはもったいない話である。

我が国の企業社会に蔓延している安売り風潮の

延長に、営業は安売りに走りやすいという思い込

みがはびこっている。営業には原価を教えること

はできないと主張する経営者もいる。しかし、そ

れは営業が悪いのではなく、営業のノルマとして

売上高目標数字だけを置いていることに問題があ

る。売上高ではなくスループット額や利益額をノ

ルマにすれば、必然的に営業はそちらを重視し

て、できるだけ高く売るようにするはずである。

営業が努力してもスループット及びそのベース

となる売上を増やすことができないケースもある。

それは工場の生産能力が不足してしまい、売りた

くても売るものが作れないといった状態だ。この

状態では、どんなに優秀な営業マンでも手の打ち

ようがない。

生産能力を増やすための有効な手段が工場の現

場改善活動だ。最近はトヨタ生産方式（JIT生産）

による現場改善（カイゼン）が流行しており、

様々な企業が取り組んでいる。ほかにも５S、IE、

TQC、TOCアプローチなど様々な手法がある。

スループットは外部購入費削減でも増やすこと

ができる。外部購入費削減アプローチには二つの

考え方がある。外部業者からの購入単価をできる

だけ安くすることと内作化の推進である。業績の

悪い企業の中には、納入業者との価格交渉をおざ

なりにしてきた企業もいる。こうした企業はまず

この面での改善が可能かどうかを検討する。

スループットを稼ぐ上では、値下げ交渉よりも

内作化推進の方がはるかに効果的がある。ただ

し、内作化推進は新たに人を雇ったり、残業代が

増えたり、設備を増強したりすることによって作

業経費が増えてしまう危険性をもっている。それ

を防ぐためには、生産能力を増やすところでも触

れた現場改善活動や生産管理を強化することで、

生産性を高めて作業経費を増やさずに増産対応で

きるようにする。

スループットを稼ぐための方向性が決まった

ら、次は実行である。机上でいくら精微な計画を

作っても、机上の空論に終わっては意味がない。

実際にPLAN→DO→SEEからなるマネジメントサ

イクルを回して、着実にスループットが増えてい

くように企業活動を推進していく。

紙幅の都合で詳細を説明することができない

が、拙著「コストダウンが会社をダメにする」で

は、スループット目標額の算出方法からはじまる

スループットマネジメントサイクルのまわし方を

紹介してあるので、興味のある方は拙著をお読み

いただきたい。
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■ 図表4 スループットマネジメントと各部署の役割

利益を生み出すためには、各担当部署がやるべきことを 
明確にすることが必要 

利益 

作業経費 

外部購入費 

スループット拡大 

（経営・管理部門） 
経費予算の明確化 
（短期、長期） 

（生産部門） 
内作化の推進 
購買単価を下げる 
生産ネックを防ぐ 

（営業部門） 
売上拡大 
　・量を売る 
　・高く売る 

「コストダウンが会社をダメにする」日刊工業新聞社

http://homepage3.nifty.com/m_homma/
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